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要       旨 

１ 作成の背景 

シチズンサイエンスは、職業科学者ではない一般の市民によって行われる科学的活動を

指す。我が国では、社会課題の解決に重きを置く「市民科学」と呼ばれる活動が既にある

が、シチズンサイエンスは、市民科学に加えて、学問体系における科学的規範に則った知

識生産も包含する、より広範な科学的活動とされている。すなわち、一定の目的・方法の

もとに種々の事象を研究し、その成果としての体系的知識を増やす活動がシチズンサイエ

ンスには含まれる。また、シチズンサイエンスは、しばしば職業科学者との協調により、

もしくはその指導の下で行われ、世界的に拡大しつつある。歴史的には鳥類学、天文学な

どで行われ、現在では、気象観測や多様な生物の観察のほか、哲学、言語学、民俗学、考

古学、地理学など多岐にわたる学問分野で行われている。 

我が国の動向としても、第５期科学技術基本計画の中で、シチズンサイエンスが世界的

に拡大する兆しがあることを受けて、今後、シチズンサイエンスの推進を図るとともに、

研究者が国民や政策形成者等と共に研究計画を策定し、研究実施や成果普及を進めるよう

な方法論の創出と環境整備を促進することなどが述べられている。しかし、シチズンサイ

エンスを推進する社会システムの構築は途上である。 

日本学術会議若手アカデミーはシチズンサイエンスの推進に向けた活動を行ってきた。

2018 年７月には、シチズンサイエンスをテーマとしたシンポジウムを開催し、同年 12 月

と 2019年３月にはシチズンサイエンスの普及について考えるワークショップを開催した。

さらに、2019 年 10 月には、先端・次世代のシチズンサイエンスの世界的な動向を掴むた

め、若手中心の国際会議である筑波会議にてセッションを行った。これらの取り組みを通

じて、シチズンサイエンスの実践にあたり解決すべき課題を提言としてまとめるに至った。 

 

２ 現状及び問題点 

シチズンサイエンスに関するこれまでの取り組みを通じて、若手アカデミーが認識した、

日本におけるシチズンサイエンス推進の課題は、海外のシチズンサイエンスの広がりと比

べて拡大の兆しが見えないことである。また、シチズンサイエンスが展開されたとしても、

それを実施するための基盤整備が十分とは言えないという点に集約された。問題点をより

具体化すると、１）シチズンサイエンスを広げるシステムの不足、２）シチズンサイエン

スの研究倫理を保持する基盤整備の不足、３）職業科学者とシチズンサイエンスを行う市

民（本稿ではシチズンサイエンティストと呼ぶ）を橋渡しし、双方向性のあるシチズンサ

イエンスを推進するための基盤整備の不足、４）シチズンサイエンティストの活動を支援

する研究資金制度の不足という４点になる。 

 

３ 提言の内容 

我が国におけるシチズンサイエンス推進の現状と問題点を踏まえて、以下に示す４つの

提言をする。 
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(1) シチズンサイエンスの知識生産活動への拡大に向けた広報活動 

日本では、市民科学の取り組みを支援するシステムが構築されているが、知識生産を

テーマとするシチズンサイエンスを広げるシステムの構築は途上である。今後、シチズ

ンサイエンスをより一層拡大し、日本の学術の発展へと繋げていくためには、シチズン

サイエンティストを、知識生産を目的とする研究へ動機づけるための施策や、既に動機

づけられているシチズンサイエンティストを集約するシステムの構築が必要である。そ

のためには、シチズンサイエンスという営みを広く周知することを、まず始めなくては

ならない。そこで、大学や学協会等は、シチズンサイエンスの存在および、その魅力を

周知する広報活動を行うため、サイエンスカフェ等の取り組みを活用することが望まし

い。そして、文部科学省および関連省庁は、一連の取り組みを主導するサイエンスコミ

ュニケーターの雇用やイベント開催の予算的措置を進めるべきである。また、職業科学

者は、サイエンスコミュニケーターにシチズンサイエンスの推進をすべて任せるのでは

なく、科学者自身が市民と一体となるシチズンサイエンスをより一層推進していく必要

がある。 

(2) シチズンサイエンスの研究倫理を保持する基盤整備 

現状では、シチズンサイエンティストの研究倫理について、その教育や審査を行う基

盤整備が十分ではない。シチズンサイエンスの拡大に際し、シチズンサイエンティスト

に対して、シチズンサイエンスの窓口となる大学、研究所、学協会、NPO法人などの組

織は、研究倫理基盤をはじめとした、更なる基盤の整備を進めるべきである。その際、

日本学術会議による「科学者の行動規範」の周知と連携することも必要である。 

(3) シチズンサイエンスを推進するための社会連携の基盤整備 

科学コミュニケーションにおけるモデルの変遷に鑑みると、シチズンサイエンスの今

後の発展のためには、日本でも職業科学者とシチズンサイエンティストの双方向性を備

えたコミュニケーションの場が不可欠である。しかしながら、現状では、職業科学者と

シチズンサイエンティストの橋渡しによる双方向性のあるシチズンサイエンスを推進

するための社会連携の基盤が十分に整備されていない。学協会は、主催する学術集会で

シチズンサイエンティストの発表を奨励し、双方向性を備えたコミュニケーションの場

を提供すべきである。また、このような企画を立案、運営する委員会を設置し、社会連

携の基盤整備を進めるべきである。 

(4) シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度の確立 

シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度について、現在、社会課題

解決型の研究を助成する資金制度が存在する。これに対し、知識生産を目的とした研究

を行う際に、シチズンサイエンティストが研究代表者として申請できる柔軟な使用用途

が認められる助成制度が必要である。文部科学省および関連省庁は、シチズンサイエン

ティストの研究を支援する研究資金制度を確立することが望ましい。職業科学者はシチ

ズンサイエンスの重要性を認識し、社会課題解決型以外の研究に対して、現在の研究費

制度にシチズンサイエンティストによる研究を組み込むことを推奨すべきである。 
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１ シチズンサイエンスの国際動向 

シチズンサイエンスは、研究活動により収入を得ている職業科学者でない一般の市民に

よって行われる科学的活動であり、その活動は、しばしば職業科学者や研究機関との協調

により、もしくはその指導の下で行われる[1]。2019年の G7科学アカデミー会合の中で示

された区分によると、シチズンサイエンスには、職業科学者の研究に市民が参加する、ま

たは市民が職業科学者の協力を求めるタイプの Community-Based Participatory Research

（CBPR）と、ある程度の科学教育を受けた市民が非職業科学者として研究成果を上げるタ

イプの Beyond The Walls Research（BTWR）がある1。シチズンサイエンスの担い手である

シチズンサイエンティストは、CBPRに取り組むシチズンサイエンティストと、BTWRに取り

組む専門家に近いシチズンサイエンティスト（在野研究者）に分類される。 

シチズンサイエンスは、現在、急速に拡大しつつあるが、その起源は古い。歴史的には、

鳥類学における鳥類観察や天文学における彗星探索などで行われ、ボランティアによる野

鳥の観察は 18世紀のヨーロッパでも行われていた。これらの事例は、シチズンサイエンス

が決して最近になって生まれたものでないことを示している。その後は、気象観測や多様

な生物の観察、そして水質測定など、多くの領域で、市民による組織化されたデータ収集

プロジェクトが行われ[2]、近年は、ICT 基盤の充実とともにさらなる発展を遂げている。

また、哲学、言語学、民俗学、考古学、地理学などの人文社会系の学問分野でも行われて

いる。近年のシチズンサイエンスを牽引してきた立役者の一人であり、かつてコーネル大

学鳥類学研究所に所属していたリック・ボニーは、現代のシチズンサイエンスの特徴とし

て、１）データ収集にあたって明確なプロトコル2が存在すること、２）市民が収集したデ

ータを職業科学者が検証すること、３）参加する市民への教育効果について具体的に測定

可能な目標が設定されていることの３点を挙げている[3,4]。そして、シチズンサイエンス

の発展と並行して、現在、オンラインネットワークやデジタルツールを活用して、科学研

究の過程で得られたデータをオープンに共有し、研究をより効率よく発展させようとする

試みが増加傾向にある[5]。 

2015年９月、オバマ政権下の大統領補佐官（科学技術担当）ジョン・P・ホルドレンが、

シチズンサイエンスとクラウドソーシングに関する覚書を関係省庁長官に対して発出した

[6]。そこでは、１）シチズンサイエンスの生み出す経済的価値が年間 25億ドルに相当す

ること、２）シチズンサイエンスが科学を推進・加速するとともに、社会的ニーズへの取

り組みを促進し、その解決に貢献すること、３）シチズンサイエンスへの参加は、市民に

STEM (Science, Technology, Engineering and Mathematics)領域における実践的な学習の

機会をもたらし、市民と科学の距離を近づけることなどが述べられていた。上記の１につ

いて、実際、世界で 130 万～230 万人の市民が生物多様性の研究に貢献しており、多額の

経済的価値が試算されている。また、３について、シチズンサイエンスへの参画経験が、

コミュニティの意思決定プロセスへの関与を促進することなどが合わせて述べられている。

 
1 http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-gs2019-4.pdf 
2 実験、調査の手順、及び条件等のこと。 
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これらの分析に基づき、覚書ではシチズンサイエンスを効果的に活用するための課題と戦

略、具体的なアクションが提示された。ホルドレン覚書の発出は、シチズンサイエンスが

科学研究に多大な影響を与えること、さらに、米国政府がシチズンサイエンスを後押し、

推進していくことを意味している。 

海外におけるシチズンサイエンスの活動例としては、銀河の観測画像を市民が分類、整

理する Galaxy Zoo3、渡り鳥などの鳥の生態、移動を市民で観察し報告する eBird4、数学

の課題を集合知で解き明かす Polymath Project5、電波望遠鏡のデータを多数の PCで解析

し、地球外知性の探索を行う科学実験 SETI@home6、腫瘍のデータベースの解析を大人数で

行う Cancer Research UK7などがある。 

Galaxy Zoo は、2007 年７月に開設されたウェブサイトでアップロードされた７万点余

りの銀河の画像をシチズンサイエンティストが観察し、銀河が楕円形なのか、渦巻きが時

計回りなのか、反時計回りなのかというコンピューターには難しい判定を行い分類するも

のである。この作業の過程で新規の銀河の画像が発見され、ウェブサイト上で議論が始ま

った。これは後にグリーンピース銀河と名付けられた新しいタイプの銀河の発見につなが

り、参加したシチズンサイエンティストを共著者とする研究論文が出版されるに至った[7]。

鳥類の観測データを収集・提供するオンラインデータベースである eBirdには、2002年以

来これまでに 50万人以上のシチズンサイエンティストが参加し、提供されるデータ量は毎

年 40パーセント程度増加している。参加者によりアップロードされたデータは、研究用デ

ータとしてダウンロードすることが可能で、鳥類の研究はもとより、自然環境や生物多様

性の保全など、様々な方面で利用されている。Polymath Projectは、英国の数学者でフィ

ールズ賞受賞者でもあるティモシー・ガウアーズが、オンライン上で参加を呼びかけて始

まった。参加者には大学教授やガウアーズ以外のフィールズ賞受賞者のみならず、高校の

数学教師などシチズンサイエンティストも含まれていた。彼らによるオンライン上の議論

を通じて、最初にガウアーズにより提起された命題の基本的な証明がなされ、参加者全員

を代表して DHJ Polymathというグループ名で論文が出版された[8]。 

こうした職業科学者が設計した研究プロジェクトの下で、シチズンサイエンティストが

データ収集や処理、議論などプロジェクトの一部に携わるものに加え、リサーチクエスチ

ョンの設定から研究手法の設計、研究結果の分析・解釈まで、あらゆるフェーズでシチズ

ンサイエンティストが関与するプロジェクトもある[9]。 

欧州と米国には、それぞれ、European Citizen Science Association8と The Citizen 

Science Association9というシチズンサイエンス協会が設立されている。組織化された活

 
3 https://www.zooniverse.org/projects/zookeeper/galaxy-zoo/ 
4 https://ebird.org/home 
5 https://polymathprojects.org/ 
6 https://setiathome.ssl.berkeley.edu/ 
7 https://www.cancerresearchuk.org/get-involved 
8 https://ecsa.citizen-science.net/ 
9 http://www.citizenscience.org/ 
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動の中で市民が科学研究に参画できることを生かし、これを研究推進の新しい手法として、

シチズンサイエンスへの取り組みを進めている。 

シチズンサイエンスの拡大は、科学研究の可能性を大きく広げる一方で、研究倫理基盤

の整備などの課題もある。例えば、DIY バイオ（Do-it-yourself biology）における野放

図な遺伝子操作や、査読を受けていない再現性のない報告が SNSを通じて広まるなどの懸

念があり、これらについては、2019 年３月に開催された G7 科学アカデミー会合において

も議論された10。そして、参加各国の政府首脳に対する提言は、Gサイエンス学術会議共同

声明として取りまとめられ、日本学術会議は、2019年８月８日に日本学術会議の代表者よ

り内閣総理大臣へ共同声明を手交した11。 

シチズンサイエンスによる学術研究への貢献は世界的に注目されており、2018 年 10 月

に出版された Nature誌でも、その効用や課題が述べられている[10]。しかしながら日本国

内では海外と比して、シチズンサイエンスの展開は途上にある。また、日本には欧米とは

異なる文脈で「市民の手による科学（市民科学）」という名称で、シチズンサイエンスが展

開された歴史があり、この経緯に鑑みて、シチズンサイエンスの今後の展開を見据える必

要がある。次章以降では、この点に言及し、シチズンサイエンスの国内動向およびシチズ

ンサイエンスに関する若手アカデミーのこれまでの取り組みを概観する。そして、取り組

みを通じて明らかとなったシチズンサイエンス推進の現状及び問題点を浮き彫りにする。 

 

 
10 https://www.academie-sciences.fr/en/Press-releases/2019-g7-agenda-science-academies.html 
11 http://www.scj.go.jp/ja/int/g8/index.html 
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２ シチズンサイエンスの国内動向、若手アカデミーのこれまでの取り組み 

日本では、60年代に起こった住民運動の文脈で市民科学という取り組みがあり、これを

日本におけるシチズンサイエンスの萌芽と見ることができる[11]。1963年、静岡県東駿河

湾地域で石油コンビナートの誘致計画が発表されたことをきっかけに住民運動が展開され

た。沼津市で起きた住民運動では、コンビナートから排出される大気汚染物質が沼津地区

に与える影響を評価するため、地元の工業高校の理科教員が主導し、生徒たちが協力して

大気の流れが調べられた[12]。この例にみられる通り、市民科学において研究プロジェク

ト全体を貫いていたのは、社会問題に対する地域住民たちの切実な関心だった。20年近く

にわたり市民科学への助成を行ってきた高木仁三郎市民科学基金12も、市民科学を「市民

社会が実際に直面する不安や問題から出発し、その成果も市民の評価に委ねられるもの」

としている。日本の“市民科学”がもっぱら社会課題の解決を指向するのに対し、世界的

に拡大しつつある“シチズンサイエンス”は、学問体系における科学的規範に則った知識

生産を含む科学的活動も包含する点で異なる。 

前述の通り、欧州と米国には、それぞれシチズンサイエンス協会が設立されているが、

日本ではシチズンサイエンスに関連した取り組みの多くが散発的に行われている。少数な

がら行われている系統立った取り組み事例としては、NPO法人市民科学研究室13の活動があ

る。市民科学研究室は、市民が主体となって科学活動に関与していくことを目指す団体で

あり、1992年からその活動を行っている。当該組織では、１）科学技術に関わる様々な意

思決定や政策形成への市民参加、２）様々な社会問題の解決に向けた専門知識の適正な活

用、３）持続可能で活気ある生活のための科学研究や教育の実践を軸として、市民が主体

となった調査研究や政策提言等の事業を進めている。福岡大学准教授の森田泰暢氏が立ち

上げた一般社団法人ヒマラボ14は、「シチズンサイエンス教室」とも呼べるユニークな取り

組みである。ヒマラボでは、参加者は各自の興味や気づきをもとに研究活動を個々の空き

時間に行い、その際、成果をできる限り「研究」として認められる形で発信できるよう、

職業科学者である森田氏らが適切な指導を加えていく。つまり、市民から距離を置かれる

研究活動を身近に、そして気軽に取り組めるようにする仕組みを提供しようとする試みで

ある。このような取り組みは、職業科学者では扱えない研究テーマの発掘だけでなく、シ

チズンサイエンティストの研究の質の担保や研究倫理教育の観点でも有効と考えられる。 

研究機関では、東京大学保全生態学研究室が 2006年にセイヨウ情勢15というウェブサイ

トを設置し、一般のモニターから外来種セイヨウオオマルハナバチの分布情報を募ってい

る。また、カブリ数物連携宇宙研究機構とオックスフォード大学では、Space Warps16とい

うプロジェクトを実施し、参加する市民が天体観測画像から重力レンズ効果を視覚的に識

 
12 http://www.takagifund.org/about/index.html 
13 https://www.shiminkagaku.org/ 
14 https://himalab.jp/?page_id=41 
15 https://seiyou-busters.net/ ただし、現在は北海道、札幌市、石狩市、黒松内町、株式会社アレフ、公益財団法人

北海道環境財団、HoBiCC（北海道生物多様性保全活動連携支援センター）がサイトを運営し、サイト名も「新セイヨウ情

勢」になっている。URLは「セイヨウ情勢」から変更はない。 
16 https://www.zooniverse.org/projects/aprajita/space-warps-hsc 
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別するプロジェクトを展開している。 

学協会単位で主催するシチズンサイエンスとしては、日本心理学会が推進する「シチズ

ン・サイエンスプロジェクト」がある17。「日本心理学会認定心理士」は、大学の心理学関

係の学科名が学際性を帯びてきており、必ずしも心理学という直接的名称が使われていな

い場合が多いことから、心理学の専門家として仕事をするために必要な、最小限の標準的

基礎学力と技能を修得していると日本心理学会が認定した個人に与える資格である。認定

心理士の多くは市民であり、職業科学者ではない。日本心理学会が進めるシチズンサイエ

ンスは、文部科学省科学技術・学術審議会科学技術社会連携委員会においても取り上げら

れている18。 

日本学術会議第 24 期若手アカデミーは、これからの学術界におけるシチズンサイエン

スの重要性に注目し、日本におけるシチズンサイエンスの現況を分析し、さらなる推進に

向け解決すべき課題を整理する活動を行ってきた。2018年７月には、シチズンサイエンス

の紹介、そして、シチズンサイエンスが馴染む学術分野の検討をテーマとしたシンポジウ

ム「若手アカデミーが考えるシチズンサイエンスに基づいた学術横断的社会連携」を開催

した19。若手アカデミーを中心としたシチズンサイエンス運動の拡大については、「学術の

動向」2018年 11月号で特集が組まれ[13]、さらに、各国の若手アカデミーが集う Global 

Young Academy のウェブサイトでも記事として掲載された20。若手アカデミーは、同年 12

月には、シチズンサイエンスの社会課題解決への適用を検討したワークショップ「地方に

おける若手科学者を中心とした学術活動の活性化－シチズンサイエンスを通じた地方課題

解決への取り組み－（青森県）」を開催した21。ここでは、青森県での健康教育促進を通じ

た短命県返上への取り組みを、オープンイノベーションプラットフォームを活用し、市民

を巻き込むだけでなく地域行政や教育委員会などと連携しつつ推進している「真の社会イ

ノベーションを実現する革新的「健やか力」創造拠点（弘前大学 COI）」の協力を得て、シ

チズンサイエンスの社会実装について議論した。また、2019年３月には福岡市においてワ

ークショップ「地方における若手科学者を中心とした学術活動の活性化－市民と科学者が

“つながる場”について考える－」を開催した22。ここでは、福岡市総務企画局から「社

会課題解決に向けた福岡市の新たな挑戦：実証実験フルサポートによる先端技術の社会実

装促進と Society 5.0の実現」というテーマの話題提供を受け、さらに、福岡市保健福祉

局から「福岡ヘルス・ラボを中心とした産官学連携：市民参加型共創的イノベーションの

仕組みづくり」というテーマの話題提供を受けた。そして、産官学連携の中で、どのよう

にシチズンサイエンスを推進すべきかを検討した。次に、同ワークショップでは、シチズ

ンサイエンスを展開する際に、サイエンスカフェをどのように利活用すべきかを検討する

 
17 https://psych.or.jp/authorization/citizen/ 
18 https://www.mext.go.jp/content/20200210-mxt_kiban02-000004853_3.pdf 
19 http://www.scj.go.jp/ja/event/pdf2/261-s-0728.pdf 
20 https://globalyoungacademy.net/young-academy-of-japan-hosted-symposium-on-citizen-science/ 
21 http://coi.hirosaki-u.ac.jp/mediafile/coi/181201_flyer.pdf 
22 http://www.scj.go.jp/ja/event/pdf2/272-s-0302.pdf 
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ため、「地域におけるサイエンスカフェ活動から見える市民巻き込み型学術の可能性」、「サ

イエンスパブ in 福岡：市民と学者の“ガチだが気軽な対話”から生まれるもの」という

話題提供をもとにサイエンスカフェを受容する市民の視点を踏まえた議論がなされた。ま

た、これを契機として日本科学未来館や地域の科学館である福岡市科学館の構成員と討論

する機会を得て、地域における公共施設活用へと議論を展開させた。 

2019 年 10 月には、これらの議論を国際的舞台へと発展させた。若手中心の国際会議で

ある筑波会議にて、シチズンサイエンスの先進国である欧米と議論する「G7若手科学者会

合:SDGs 時代の「科学」をアップデートするシチズンサイエンス」と題するセッションを

企画・運営した[14]23。ここでは、G7 各国での取り組みについて情報共有するほか、G サ

イエンス学術会議共同声明「インターネット時代のシチズンサイエンス」、「科学と信頼」

の発出に関わった若手アカデミーメンバーからの内容報告も合わせて行い、議論を深めた。

また、テーブルディスカッションでは、「シチズンサイエンスと地域性」、「シチズンサイエ

ンスに必要な資金と人材」、「シチズンサイエンスに必要な教育とその支援」、「シチズンサ

イエンスの場－ニコニコ学会βを実例にシチズンサイエンスを考える－」、「シチズンサイ

エンスにおいてプロの科学者の役割とは」を議題として、それぞれ議論を深めた。そして

「地域における市民と科学者のフラットなコミュニケーションの必要性」、「有効なファン

ディングの仕組みの必要性」、「サイエンスコミュニケーションやクラウドソーシングの推

進の重要性」、「SNS 活用の重要性」、「シチズンサイエンティストへの支援の必要性」、「研

究者が科学に注ぐ情熱や興奮を市民と共有することの重要性」、「シチズンサイエンスの活

動の信頼性や質の担保に向けた良きメンターとしての職業科学者の役割の重要性」などを

指摘するに至った。特に、議論の後半で「職業科学者とは何なのか」、「そもそも科学は誰

のものなのか」という論点が上がったことは、昨今の科学の担い手の変容を象徴している

と言える。そのような中、翌月 11月にブダペストで開催され、若手アカデミーメンバーも

国際代表派遣で参加した World Science Forum 2019において、シチズンサイエンスの推進

やそれに科学者が関わることを奨励する言及がなされていたことは注目に値する24。2020

年２月には、文部科学省科学技術・学術審議会科学技術社会連携委員会に招かれ、シチズ

ンサイエンスについて話題提供をするとともに意見交換を行った25。 

 
23 https://tsukuba-conference.com/2019/sessions/e18s 
24 採択された宣言文の「4 The responsibility and ethics of communicating science」のなかで「We recognize the 

importance of scientists engaging with the public about science, including the risks associated with its conduct 

or application and the acknowledgement of other interpretations of research. We encourage scientists to foster 

citizen science and to promote the co-creation of actionable knowledge.」と書かれている。 
25 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/092/shiryo/1421726_00001.htm 
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３ シチズンサイエンス推進の現状及び問題点 

若手アカデミーがこれまでに認識した、日本におけるシチズンサイエンス推進の課題は、

海外のシチズンサイエンスの広がりと比べて拡大の兆しが見えず、さらに、今後拡大した

際の基盤整備が十分とは言えないという点に集約された。これらの問題点をより具体化す

ると、１）シチズンサイエンスを広げるシステムの不足、２）シチズンサイエンスの研究

倫理を保持する基盤整備の不足、３）職業科学者とシチズンサイエンティストを橋渡しし、

双方向性のあるシチズンサイエンスを推進するための基盤整備の不足、４）シチズンサイ

エンティストの活動を支援する研究資金制度の不足という４点になる。以下、それぞれに

ついて詳説する。 

 

(1) シチズンサイエンスの社会的認知度の低さと周知不足 

我が国で展開されてきた市民科学と、現在、世界的に拡大しつつあるシチズンサイエ

ンスの違いをモード論に基づいて解釈する。マイケル・ギボンズらは知的な生産活動全

体を規定する様式としてモードⅠとモードⅡの２種類を提案した[15]。モードⅠは、研

究の価値がその学問体系への貢献によって決定される様式であり、研究評価はピア・レ

ビューによって行われる。また、研究成果は学術雑誌などの制度化されたメディアに掲

載されるものが重要であると見なされる。モードⅠは学問体系における科学的規範に則

った知識生産の様式であり、研究テーマの設定も、その規範によって規定される。一方、

モードⅡは、社会に解放された知識生産の様式であり、取り組むべき研究テーマは現実

の社会に起きた解決すべき課題として現れる。課題の設定ならびに解決は特定の学問体

系における規範ではなく、社会の要請によって規定される。そのため、複数の学問領域

にまたがるコラボレーションが実施されやすく、その活動も科学者間だけではなく、実

務家や行政官との連携で行われることが多い。 

市民科学は、市民社会が実際に直面する不安や問題から出発し、その成果も市民の評

価に委ねられるものであり、社会課題の解決を目的としている。このことから、これは

モードⅡに該当する取り組みと考えられる。1963年に沼津市で起きた住民運動だけでな

く、2011年の東日本大震災以降に見られた Safecast26等の活動の広がりを見ると、日本

はモードⅡのシチズンサイエンスの推進について一定の実績がある。また、十分とは言

い難いが、高木仁三郎市民科学基金を始めとして、モードⅡのシチズンサイエンスを支

援するシステムが構築されている。一方、モードⅠのシチズンサイエンスについては、

取り組みは散発的なものに限られ、シチズンサイエンスを広げるシステムの構築は途上

である。今後、シチズンサイエンスをより一層拡大し、日本の学術をより良いものへと

拡充するためには、シチズンサイエンティストをモードⅠの研究へ動機づけるための施

策や、昆虫採集や天体観測などの個別のテーマで、既にモードⅠの研究へ動機づけられ

ているシチズンサイエンティストの活動を支援し、成果を集約するシステムの構築が必

要である。また、モードⅡに該当する活動であっても、それがシチズンサイエンスであ

 
26 https://safecast.jp/ 
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ると認識されていないケースもあるため、個々の活動の意義や可能性について、シチズ

ンサイエンスという観点から位置づけ、推進することも重要である。このためには、シ

チズンサイエンスという営みを広く周知することを、まず始めなくてはならない。そこ

で、大学や学協会等には、シチズンサイエンスの存在やその魅力を周知する広報活動を

行うことが求められる。 

広報活動の有効な方法の一つにサイエンスカフェがある。サイエンスカフェは、研究

活動への参加の機会を提供するシチズンサイエンスに関心のある市民が参加する傾向

にあると予想される。サイエンスカフェは 1997 年以降にイギリスやフランスで始まっ

た試みで、コーヒーやビールを片手に気軽な雰囲気で、科学者と市民が一緒になって科

学技術をめぐる話題について語ろうとする取り組みである。人々が日常的に利用するカ

フェのような場が会場となり、対面的な対話や双方向的なやりとりが重視され、基本的

には小規模で行われる。我が国では、2004 年秋に京都で実施されたのを皮切りに、と

りわけ 2005 年春以降、財団や NPO、任意団体、行政、大学、書店、学協会などの多様

な団体や個人がサイエンスカフェを開催した[16]。科学者と市民とのあいだの双方向的

なコミュニケーションを重視する点や、専門家に限らない広範な人々のあいだで科学技

術について議論するような場を創出しようとするものであることなど、サイエンスコミ

ュニケーションをめぐる昨今の動向のなかでも、サイエンスカフェは注目に値する活動

を展開している。このサイエンスカフェの普及には日本学術会議もその一端を担ってき

ており、全国に展開することを目的として 2016 年より全国縦断サイエンスカフェを開

始した27。これらの取り組みをより一層活性化させるためには、サイエンスカフェに加

えて、ワークショップやアイディアソン、ハッカソン、オンラインでのコミュニケーシ

ョンなどの新しい取り組みなども織り交ぜながら活用することが有効である。そのため

には、一連の取り組みを主導するサイエンスコミュニケーターの雇用やイベント開催に

充当される予算が必要となる。この点に鑑みて、文部科学省および内閣府、総務省、厚

生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省は、大学や学協会が推進する

サイエンスカフェを中心とした活動への予算的措置を進めるべきである。 

欧米ではジャーナリストがサイエンスコミュニケーターの役割を担っているが、日本

では大学28や博物館29が開設する講義や講座を通じて、サイエンスコミュニケーターが養

成されている。日本国内の職業科学者は、このようにして養成されるサイエンスコミュ

ニケーターにシチズンサイエンスの推進をすべて任せるのではなく、対等な関係を構築

した上で協働を行い、その上で既存の研究評価のメトリクスに沿う成果を、シチズンサ

イエンスを通じて蓄積し、科学者自身が市民と一体となるシチズンサイエンスをより一

層推進していく必要がある。 

 

 
27 http://www.scj.go.jp/ja/event/cfmap.html 
28 https://costep.open-ed.hokudai.ac.jp/costep/html/introduction.html 
29 https://www.kahaku.go.jp/learning/university/partnership/sc/index.php 
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(2) シチズンサイエンスの研究倫理を保持する基盤整備の不足 

日本学術会議は、科学者が社会の信頼と負託を得て、主体的かつ自律的に科学研究を

進め、科学の健全な発達を促すために、2006 年に、すべての学術分野に共通する基本

的な規範として「科学者の行動規範」を公表した。職業科学者が研究を実施する際は、

大学や研究機関に設置された研究倫理審査委員会が研究内容を審査し、倫理規定等も含

めた研究倫理基盤の上に研究が適切に推進されるためのシステムが存在する。研究機関

の研究倫理審査委員会が研究計画を審査し、倫理規定に則るよう修正を重ねた上での実

施、もしくは実施が不可とされた場合、研究費の使用や結果の出版が不可となることで、

研究の倫理性、対象者の人権や安全性を担保している。一方、シチズンサイエンティス

トが行う研究については、研究倫理の基盤整備が十分とは言い難い現状がある。すべて

のシチズンサイエンスがそうではないが、一部のシチズンサイエンスにおいて、規制の

枠組みの外で研究が実施され、被験者を保護するための制度的な仕組みのほか、生命倫

理・技術倫理・情報倫理・利益相反に関する問題に対処する枠組みが整っていないこと

がある。そのため、研究協力者の人権や安全性が損なわれる危険性があるだけでなく、

その活動が社会や環境に無自覚のうちに危険をもたらすことも考えられる。このことは、

日本において、今後、シチズンサイエンスが拡大した際に大きな課題となることが予想

される。 

こうしたシチズンサイエンスの研究倫理の基盤整備について、近年、特に注目すべき

領域として、生物工学に関して発展中の分野である DIYバイオがある。DIYバイオは、

科学への参加者を専門の科学者以外に広げ、新たな科学の知を作り出すシチズンサイエ

ンスの流れの中に位置づけられており、一般市民でも生命科学の実験ができる街の DIY

バイオ実験室では、専門家ではない市民が講師となって、興味を持つ市民に専門的な実

験技術を教えている。バイオ実験室「BioClub30」は、2016 年の開設以来「バイオへの

興味を持つすべての人に開かれたコミュニティ」をうたい、個人や団体向けに実験スペ

ースを提供するほか、国内外の科学者やバイオテクノロジーに関わる技術者を招いての

トークイベント、初歩的なバイオ実験技術のワークショップなどを開催している。DIY

バイオについてはメディアでも盛んに取り上げられ31、市民がインターネットでゲノム

編集キットを買い、光るビールやステーキ味のトマトを製作して、情報交換するサーク

ルまで具体的に紹介している。シチズンサイエンティストが自由にゲノム編集で食品を

作る状況に対して、危険性の認識なども含めてライセンス制にするなどの対応が求めら

れるが、現時点で具体的な施策が社会実装されているとは言い難い。遺伝子操作、組換

え DNA 実験、ゲノム編集などを行う研究については、専門家の指導または助言の下で、

大学等の研究施設内で実施すべきである。研究データの信頼性確保のため、一部のシチ

ズンサイエンスのプロジェクトでは、研究の実施計画書（プロトコル）やデータをオン

ライン上で公開しているものもある。また、被験者保護のため、独自の研究倫理審査委

 
30 http://bioclub.org/ 
31 2018年６月 18 日放送「NHKクローズアップ現代『“DIYバイオ”自宅で手軽に生物科学の 研究!?』」および、 2018年

６月 25日放送「NHKクローズアップ現代『あなたが“夢の発明”の主役！？ ＤＩＹバイオ最前線』」 
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員会を設置しているプロジェクトもある。シチズンサイエンスが抱える研究倫理の問題

は、職業科学者によって担われる通常の科学研究が抱える問題と本質的に異なるわけで

はない[9]。また、シチズンサイエンティストだけではなく、シチズンサイエンス運営

に関わる職業科学者側の倫理基盤の整備も検討する必要がある。特に、シチズンサイエ

ンスでは職業科学者が自分の専門分野を超えた取り組みをすることがあり、このような

場合に、例えば、物理学者は社会学の研究倫理教育を受けていないため、職業科学者側

の対シチズンサイエンス用の研究倫理の基盤整備が必要となる。 

以上から、シチズンサイエンスの拡大に際し、シチズンサイエンティストに対して、

日本学術会議は「科学者の行動規範」を広く周知するとともに、シチズンサイエンスの

窓口となる大学、研究所、学協会、NPO法人などの組織は、研究倫理基盤（倫理審査委

員会、倫理規定等）の整備を進めることが求められる。さらに、今後、日本でシチズン

サイエンスが発展した際は、シチズンサイエンティストが採取するデータの信頼性を高

めるために、文献検索の方法、データ採取の技術など、研究者が備えるリテラシーをシ

チズンサイエンティストに共有する機会を設け、更なる基盤の整備を進める必要がある。 

 

(3) 職業科学者とシチズンサイエンティストを橋渡しし、双方向性のあるシチズンサ

イエンスを推進するための基盤整備の不足 

科学コミュニケーションにおいて、一方向性の情報伝達は「欠如モデル」に基づいた

コミュニケーションと考えることができる。この欠如モデルでは、市民は満たされるべ

き科学的知識が欠如している存在と捉えられている。そして、社会で起こる問題は、そ

の科学的知識の欠如が原因なのだから、解決のためには市民に対して科学教育を施すこ

とが最善の方法であると考える。日本では、大学の公開講座のような場を始めとして、

情報伝達がアカデミアから市民への一方向であることが暗黙の前提となっている。しか

し、国際的には、英国における牛海綿状脳症（Bovine Spongiform Encephalopathy; BSE）

問題に端を発し、知の文脈依存性に焦点を当て、専門家も非専門家の文脈に即した知を

知らなければ、両者に共通する課題の解決に至らないことが示されている[17]。 

そのため、「欠如モデル」へは様々な批判が向けられ、その代わりとして「文脈モデ

ル」が登場した[17]。文脈モデルでは、市民は市民なりに、その生活の文脈に沿った形

で経験的に知識を持っていて、これに基づいた関心・理解を持ち、専門家とは異なる判

断基準を持つと考える。そしてさらに、文脈に依存した知識が個人や小さな集団のレベ

ルを超えて、集団としての「素人の知識」として組織化されることを強調した「素人の

専門性（lay-expertise）モデル」が提唱された。むろん、デマのような類の言説との

区別は必要ではあるが、このモデルでは、市民は、現地で経験してきた実感と整合性を

持って主張される現場の勘、すなわち土着の知（indigenous knowledge）を持っており、

これらは職業科学者が知り得ない知識を含み、それが集団の意思決定の根拠となること

もあると考える。 

科学コミュニケーションにおけるこれらのモデルの変遷を鑑みると、シチズンサイエ

ンスが今後発展するためには、日本でも職業科学者とシチズンサイエンティストの双方
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向性を備えたコミュニケーションの場が不可欠である。しかしながら、現状では、その

ような双方向性のあるシチズンサイエンスを推進するための社会連携の基盤が十分に

整備されていない。双方向性を備えたコミュニケーションの場を提供する機会として、

日本心理学会では、シチズンサイエンティストが学術集会の場で自身の活動を発表する

社会連携セクションを設置している32。当該セクションでは、シチズンサイエンティス

トが「シチズンサイエンティストとして社会で実践していること」をテーマにポスター

発表を行い、日常生活の中で実践されている心理学の事例等を紹介している。日本心理

学会では当該セクションにおいて橋渡しが機能していると認識しているが、他の学協会

が主催する学術集会でシチズンサイエンティストが発表する機会はいまだ限定的であ

る。学協会が、今後、シチズンサイエンティストの活動を促進するために、双方向性を

備えたコミュニケーションの場の企画を立案、運営する委員会を設置し、社会連携の基

盤整備を進めることが望まれる。 

 

(4) シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度の不足 

日本学術会議が発出した「第６期科学技術基本計画に向けての提言」では、学術の多

様性に資する公的研究資金制度全体のグランドデザインの再構築について提言が出さ

れた。これは、大学等の教育研究機関において行われる基礎研究を支援する運営費交付

金・私立大学等経常費補助金等の基盤的資金の維持・拡充、科学研究費補助金のさらな

る拡充の必要性を示したものである。また、科学技術振興費も含めた公的な研究資金制

度全体に関して、学術の多様性を考慮した、より適切で真に有効な全体最適なグランド

デザインの再構築の必要性も述べている[18]。 

この提言の中では、研究を、その性格の観点から、基礎研究(basic research)、応用

研究(applied research)、開発研究(development research)に分け、さらに、研究の契

機の観点から学術研究(academic research)、戦略研究 (strategic research)、要請研

究(commissioned research)に分けて論じている。しかしながら、こうした区分では、

シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度についての言及がない。 

シチズンサイエンティストを支援する研究資金制度としては、前述の高木仁三郎市民

科学基金がある。高木基金の助成の財源は、高木仁三郎氏の遺産と基金の主旨に賛同す

る市民の会費や寄付である。2018年度までに、設立時からの収入累計は約５億 8570万

円となっており、市民が資金を支出して「市民科学」を支えていく運動として、高木基

金の活動は継続されている。高木基金の助成活動の主な特徴としては、市民科学にふさ

わしい研究を市民が選び、応援していくことを目指して、国内の助成選考の過程におい

ては、毎年「公開プレゼンテーション」を行い、高木基金の支援者や一般市民の意見を

取り入れる点にある。また、調査研究・研修終了後は「成果発表会」を開催するほか、

助成報告集の発行やウェブサイト等を通じて、その成果を市民社会へ還元し、市民の評

価に委ねることを重視している。こうした仕組みはシチズンサイエンスの理念に即する

 
32 https://sites.google.com/view/jpa-scs2019/ 
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ものであろうが、高木基金では、市民科学を「安全、人権、環境、社会、平和を脅かす

諸問題に対して、研究者としての専門性を持ちながら、市民の視点にたって解明、解決

をめざす営み」としており、前述のモードⅡの研究のみを対象としている。この他に、

トヨタ財団33、日本財団34、アクト・ビヨンド・トラスト35などもシチズンサイエンスを

支援する研究助成であるが、いずれもモードⅡの研究を対象としている。 

academist36は、日本で初めての研究費獲得に特化したクラウドファンディング・プラ

ットフォームである。academistでは現在、プロジェクト型クラウドファンディング（購

入型または寄付型）とファンクラブ型クラウドファンディング（購入型）の大きく分け

て２つのサービスを運営しており、プロジェクト型クラウドファンディングでは、科学

者があるひとつの目的に対して目標金額と期限を設定し、研究費を募ることができる。

設定した期限内に支援額が目標金額に到達すればクラウドファンディング成功となり、

科学者は研究費を、支援者はお礼を受け取ることができる。また、科学者は購入型と寄

付型を選択することができ、寄付型プロジェクトの場合には、そのプロジェクトに支援

した支援者は税制優遇を受けることのできる領収書を受け取ることができる。プロジェ

クト掲載料は無料であり、プロジェクト型クラウドファンディングが成功した場合、科

学者は集まった金額の最大 80％を研究費として利用することができる。ファンクラブ型

クラウドファンディングでは、科学者は自身の研究活動を発信することで、月額で支援

を受け付けることができる。支援者から毎月定額の支援を受ける代わりに、科学者は支

援者限定の進捗報告やコミュニティ運営などを行う。ファンクラブ型クラウドファンデ

ィングには、目標金額と期限は設定されない。ファンクラブ型クラウドファンディング

の場合、科学者は集まった金額の最大 90%を研究費として利用することができる。

academistは、シチズンサイエンティストがモードⅠの研究を推進する際に利用可能な

研究資金と言える。しかし、シチズンサイエンスをクラウドファンディングで賄うには

限界がある。例えば、資金獲得が期待できるテーマが偏る、あるいは複数回のチャレン

ジが出資者にとって金銭的負担をかけることになるなどの問題点が指摘されている。ま

た、シチズンサイエンティストが文部科学省科学研究費補助金を活用する場合、例えば

長期のサーバーレンタル代などを賄えないなどの問題もある。シチズンサイエンティス

トが研究代表者として獲得可能な、柔軟な使用用途が認められる助成制度が必要である。

これは、シチズンサイエンティストのモードⅠの研究への参画を困難にしている原因の

一つとなっている。そのため、職業科学者はシチズンサイエンスの重要性を認識し、社

会課題解決型以外の研究に対して、現在の研究費制度にシチズンサイエンティストによ

る研究を組み込むことを推奨すべきである。 

シチズンサイエンスに関する取り組みを通じて、若手アカデミーが認識した、日本に

おけるシチズンサイエンス推進の課題をまとめたものが図１である。 

 
33 https://www.toyotafound.or.jp/community/2020/data/youkou-kokunai.pdf 
34 https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application 
35 https://www.actbeyondtrust.org/program/ 
36 https://academist-cf.com/?lang=ja 
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図１ 日本におけるシチズンサイエンス推進の課題。モードⅠは学問体系における科学

的規範に則った知識生産の様式であり、研究テーマの設定も、その規範によって規定さ

れる。一方、モードⅡは、社会に解放された知識生産の様式であり、取り組むべき研究

テーマは現実の社会に起きた解決すべき課題として現れる。課題の設定ならびに解決は

特定の学問体系における規範ではなく、社会の要請によって規定される。 
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４ 提言 

我が国におけるシチズンサイエンス推進の現状及び問題点を踏まえて、以下に示す４つ

の提言をする。同時に、日本学術会議はシチズンサイエンスの推進に向け、審議と社会と

の対話を継続する。 

 

(1) シチズンサイエンスの知識生産活動への拡大に向けた広報活動 

日本はモードⅡのシチズンサイエンスについて一定の蓄積があり、また、十分とは言

い難いが、その取り組みを支援するシステムが構築されている。一方、モードⅠのシチ

ズンサイエンスについては、個別の取り組みはあるものの、シチズンサイエンスを広げ

るシステムの構築は途上である。今後、シチズンサイエンスをより一層拡大し、日本の

学術の発展へと繋げていくためには、シチズンサイエンティストをモードⅠの研究へ動

機づけるための施策や、既にモードⅠの研究へ動機づけられているシチズンサイエンテ

ィストを集約するシステムの構築が必要である。そのためには、シチズンサイエンスと

いう営みを広く周知することを、まず始めなくてはならない。そこで、大学や学協会等

は、今後、シチズンサイエンスの存在および、その魅力を周知する広報活動を行うため、

サイエンスカフェに加えて、ワークショップやアイディアソン、ハッカソン、オンライ

ンでのコミュニケーションなどの新しい取り組みなども織り交ぜながら活用すること

が望ましい。そして、この点に鑑みて、文部科学省および内閣府、総務省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省は、一連の取り組みを主導するサイエン

スコミュニケーターの雇用やイベント開催への予算的措置を進めるべきである。また、

職業科学者は、サイエンスコミュニケーターにシチズンサイエンスの推進をすべて任せ

るのではなく、科学者自身が市民と一体となるシチズンサイエンスをより一層推進して

いく必要がある。 

 

(2) シチズンサイエンスの研究倫理を保持する基盤整備 

現状では、シチズンサイエンティストの研究倫理教育やシチズンサイエンスの研究倫

理審査を行う基盤整備が十分ではない。シチズンサイエンスの拡大に際し、シチズンサ

イエンティストに対して、シチズンサイエンスの窓口となる大学、研究所、学協会、NPO

法人などの組織は、研究倫理基盤（倫理審査委員会、倫理規定等）をはじめとした、更

なる基盤の整備を進めるべきである。その際、日本学術会議による「科学者の行動規範」

の周知と連携することも必要である。 

 

(3) シチズンサイエンスを推進するための社会連携の基盤整備 

科学コミュニケーションにおけるモデルの変遷を鑑みると、シチズンサイエンスが今

後発展するためには、日本でも職業科学者とシチズンサイエンティストの双方向性を備

えたコミュニケーションの場が不可欠である。しかしながら、現状では、職業科学者と

シチズンサイエンティストを橋渡し、双方向性のあるシチズンサイエンスを推進するた

めの社会連携の基盤が十分に整備されていない。そこで、学協会は、主催する学術集会
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でシチズンサイエンティストが発表を奨励し、双方向性を備えたコミュニケーションの

場を提供すべきである。また、このような企画を立案、運営する委員会を設置し、社会

連携の基盤整備を進めるべきである。 

 

(4) シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度の確立 

シチズンサイエンティストの活動を支援する研究資金制度について、現在、モードⅡ

の研究を助成する、高木仁三郎市民科学基金などの研究資金制度は存在する。これに対

し、モードⅠの研究を行う際に、シチズンサイエンティストが研究代表者として獲得可

能な、柔軟な使用用途が認められる助成制度が必要である。この状況を打開し、日本で

シチズンサイエンスを拡大するために、文部科学省および内閣府、総務省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省は、シチズンサイエンティストのあらゆ

る研究を支援する研究資金制度を確立することが望ましい。職業科学者はシチズンサイ

エンスの重要性を認識し、社会課題解決型以外の研究に対して、現在の研究費制度にシ

チズンサイエンティストによる研究を組み込むことを推奨すべきである。 

シチズンサイエンスに関するこれまでの取り組みを通じて、若手アカデミーが認識し

た、日本におけるシチズンサイエンス推進の課題（図１）に対応した提言を図２にまと

めた。 

 

 

図２ シチズンサイエンスを推進する社会システムの構築のための提言 
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平成 29年 
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各分科会の設置と今後の予定について 

代表選出 
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平成 30年 

３月 29日 若手アカデミー会議（第２回） 

各分科会からの報告 
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10月 29日 若手アカデミー会議（第４回）メール審議 

若手アカデミー会員の追加について 

11月 22日 若手アカデミー会議（第５回）メール審議 
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令和元年 

８月 23日 若手アカデミー会議（第７回） 

幹事団及び各分科会からの報告 

Gサイエンス学術会議への専門家派遣について 

筑波会議について 

科学者委員会、同分科会関連の報告 

今後の活動に関する全体討論 

11月 22日 若手アカデミー会議（第８回）メール審議 

Global Young Academy 総会兼学会 2021 日本招致について 
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提言案について 
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